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BEPS防止措置実施条約が 
国会で承認
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エグゼクティブ・サマリー
2018年5月18日、「税源浸食及び利益移転（BEPS）を防止するための租税条約に
関連した措置を実施するための多数国間条約」が通常国会で承認されました。今後
は、多数国間条約の批准、受託又は承認の証書を寄託し、所定の期間経過後、年内
には日本において多数国間条約の発効が見込まれます。

多数国間条約の対象租税条約（Covered Tax Agreement）として日本が指定した
各国においても同様に、年内に多数国間条約が発効する場合、日本と当該国との
間の対象租税条約について2019年から多数国間条約の規定が適用される可能性
があります。

なお、日本が提出した対象租税条約のリスト及び多数国間条約の様々な規定
に関する留保事項（reservation）及び通告事項（notification）の内容について
は、2017年7月14日付Japan tax alert「日本がBEPS防止対策の租税条約に関す
る多数国間条約に署名」をご参照下さい。

詳細
背景
2017年6月7日、日本を含む67の国・地域は、経済協力開発機構（OECD）がパリで
主催した署名式典において、多数国間条約に署名しました。その後、複数の国が署
名し、2018年1月24日時点で署名国は78カ国となっています。なお、多数国間条
約署名の国際的重要性に関する背景については、2017年6月16日付Japan tax  
alert「日本を含む67の国・地域が二国間租税条約改定のための多数国間条約に署
名」をご参照下さい。
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署名にあたり、日本を含む署名国・地域は、対象租税条約のリス
トとともに、多数国間条約に関する様々なBEPS防止規定に関
する留保事項及び通告事項の暫定の一覧を提出しました。今
後、多数国間条約に係る批准、受託又は承認の証書が寄託され
ることにより、各国・地域の最終的な当該条約の採択状況が確
定されます。

日本における多数国間条約の発効
多数国間条約は、署名した最初の5カ国が批准書等を寄託する
ことにより、その5番目の寄託日から3カ月後の日の属する月の
翌月の初日に、その5カ国について発効されますが、5カ国目と
してスロベニアによる批准書等の寄託の完了により、多数国間
条約は2018年7月1日付で発効します。

その後に批准書等を寄託する国・地域については、それぞれの
寄託から所定の期間が満了した後に当該国・地域について効
力が生じることとされていますが、日本においては、2018年5
月18日に多数国間条約が通常国会において承認されたことか
ら、今後、多数国間条約の批准書等を寄託し、2018年中の発効
が見込まれます。

適用開始時期と今後の影響
多数国間条約は、適用対象となる各租税条約のすべての締約
国において多数国間条約が発効してから所定の期間が満了し
た後に、当該対象租税条約について多数国間条約の適用が開
始されます。

例えば、源泉徴収に係る租税に関しては、対象租税条約の両締
約国において多数国間条約が発効した年の翌年1月1日以降
の適用開始となります。

そのため、対象租税条約として日本が指定した各国においても
同様に、2018年中に多数国間条約が発効する場合、日本と当
該国との間の対象租税条約について2019年から多数国間条
約の規定が適用される可能性があります。

多数国間条約が既存の二国間租税条約に適用される場合、日
本と当該国との間の様々な取引や事業に対する従前の租税条
約の取扱いが変更される可能性がありますので、進出先国に
おける多数国間条約の発効状況等には留意が必要と考えられ 
ます。
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